
醒
平成二〇年ノ。月/日　子/

設立しようとする組合の住所及び名称了‾

大阪市北区梅田一丁目1番3号/

阪神地区生コン協同組合./

発起人代表の住所及び氏名又は名称 星田

兵庫県神戸市垂水区多聞町小東山1086番地50 /

株式会社　西神戸生コン　/

代表取締役　　幸　森　俊

近畿経済産業局長様/

中小企業等協同組合法第2/条の2免震規定により中小企業等協同組合の設立の認

可を受けたいので、別紙の定款その他の必要書類を添えて申請します。



設　立　趣　意　書/

1.設立の目的/

日本経済は景気回復が依然減速傾向であるにもかかわらず、サブプライムローン、

原油高の影響を受け、株安・物価高の厳しい状況になっております。建設業界におき

ましては、昨年6月に建築基準法の改正があったことによる発注手控えでの停滞状況

が続いております∪　このような状況の中、特に生コンクリート製造に携わる中小企業

者におきましては健全な経営を維持することが非常に困難を極めております。この荒

波を乗り越えるには、我々生コンクリ一・ト製造に携わる中小企業者が団結し、品質の

向上を図り、販売価格の改善、大口需要先の開拓等を目指し、多面的な経営改善を進

めることが必要であります。よって、今般事業協同組合を設立するものであります。

諾及び事蒜の概要/阪神地区生コン協同組合/

(2)地　　区　　　大阪府及び兵庫県の区域ノノ

(3)事務所の所在地　大阪市北区梅田一丁目1番3号/

(4)組合員たる資格　次の要件を備える小規模の事業者

①　生コンクリートの製造を行う事業者であること/

②　組合の地区内に草葉場を有するこか

(5)出資1口の金額及び出資払込方法/

出資1口の金額　　100, 00〇円’

出資払込方法　　　一時に全額を払い込むものとする/

(6)事業計画の概要/

①　組合員の取り扱う生コンクリートの共同販売/’

② ・組合員の事業に関する経営及び技術の改善向上又は組合事業に関する知識の普ノー

及を図るため.の教育及び情報の提供ノ

③　組合員の福利厚生に関する事業・

④　前各号の事業に附帯する事業/

(7)賦課金の金額及びその徴収方法/’

①　賦課金の額　　　　月額　65, 000円

②賦課金の徴収方法　毎月1 5日までに組合の取引金融機関に振り込むものとす

る。



(8)役員の定数及び任期{

①　役員の定数　　理苺

監事

②　役員の任期　　理事

4人又は5人 /

工人又は2人/

2年又は任期中の第2回目の通常総会の終結時までのい

ずれか短い期間。ただし、就任後第2回目の通常総会が

2年を過ぎて開催される場合にはその総会の終結時まで

任期を伸長する/

監事　　2年又は任期中の第2回目の通常総会の終結時までのい

ずれか短い期間。ただし、就任後第2回目の通常総会が

2年を過ぎて開催される場合にはその総会の終結時まで

任期を伸長する了

ただし、設立当時の役員の任期は、最初の通常総会の終結時までとする。./

(9)創立費及びその償却方法

創立費は100, 00〇円以内とし、 5年間の均等償却とする。ノ

平成20年　9月1日

阪神地区生コン協同組合設立発起人

兵庫県神戸市垂水区多聞町小東山1 0 8 6番地5 0

株式会社西神戸生コン/

代表取締役　　幸　　森　　　俊

大阪府門真市大池町1 6番1 8号

有限会社　大久保建材生コこイ

代表取締役　新　井　　勝　吉

兵器市蒜γ 1 8番地2/

秀/代表取締役　　木　　村

大阪府泉佐野市長滝3 6A 7番地

昭和産業　株式会社′

代表取締役　　矢　　倉　　　完　　治

/

∵　∴∴∴



聞
阪神地区生コン協同組合　定款　/

第1章　総則/

(目　的) /　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

第1条　本組合は、組合員の相互扶助の精神に基づき∴組合員のために必要な共同

詫言嵩塁詰霊㌢な経済活動を促進し’かつ“その経済的地位
(名　称)(

第2条　本組合は、阪神地区生コン協同組合と称する。 /

蕎所諾管は、大阪雪び兵蛾の区域とする。 /
第4条　本組合は、事務所を大阪市に置く′

(公告方法)/′

第5条　本組合の公告は、本組合の掲示場に掲示してする。/

(規　約)

第6条　この定款で定めるもののほか、必要な事項は、規約で定める。/

2　規約の設定、変更又は廃止は総会の議決を経なければならない。′

3　前項の規定にかかわらず、規約の変更のうち軽微な事項並びに関係法令の改正
’ (条項の移動等当該法令に規定する内容の実質的な変更を伴わないものに限る。)/

音に伴う規定の整理については、総会の議決を要しないものとする。この場合、総

会の議決を要しない事項の範囲、変更の内容について、書面又は電磁的方法によ

り通知するとともに了第5条の規定に基づき公告するものとするo/

第2章事　業　/

(事　業)/

第7条　本組合は、第1条の目的を達成するため、次の事業を行う。/

(1)組合員の取り扱う生コンクリートの共同販売/

(2)組合員の事業に関する経営及び鼓術の改善向上又は組合事業に関する知識

の普及を図るための教育及び膚報の提供/ ・

(3)組合員の福利厚生に関する事業/’

(4)前各号の事業に附帯する雷業/

第3章　組合員・/

(組合員の資格)

第8条　本組合の組合員たる資格を有する者は、次の各号の要件を備える小規模の

事業者とする〆/

(1)生コンクリートの製造を行う事業者であること・



詰,プ地区内に事業場を有すること/
第9条　組合員たる資格を有する者は、本組合の承諾を得て、本組合に加入するこ

とができるo/

2　本組合は、加入の申込みがあったときは、理事会においてその諾否を決する。/

(加入者の出資払込み) /

第10条　前条第2項の承諾を得た者は、遅滞なく、その引き受けようとする出資の

全額の払込みをしなければならない。ただし、持分の全部又は一部を承継するこ

とによる場合は、この限りでない。/

(相続加入)/

第11条　死亡した組合員の相続人で組合員たる資格を有する者の1人が相続開始

後30日以内に加入の申・出をしたとき厚〔前2条の親定にかかわらず、相続開始の

ときに組合員になったものとみなす。/

2　前項の規定により加入の申出をしようとする者は、他の相続人の同意書を提出

しなければならない。/

(自由脱退)/

第12条　組合員は、あらかじめ本組合に通知したうえで、膏薬年度の終わりにおい

て脱退することができる/

2　前項の通知は、苺業年度の末日の90目前までに、その旨を記載した書面でしな

ければならない/

(除　名)/’

第13条　本組合は、次の各号の一に該当する組合員を除名することができる。この

場合において、本組合は、その総会の会田の10目前までに、その組合員に対しそ

の旨を通知し、かつ、総会において、弁明する機会を与えるものとする。

(1)長期間にわたって本組合の事業を利用しない組合員/

雷雲器業務誓蒜豊謹言誓願を怠った組合員/
(4)本組合の事業の利用について不正の行為をした組合員/

(嘉霧器笥う行為をした組合員/’
第14条　組合員が脱退したとさけ、組合員の本組合に対する出資額(本組合の財産

が出資の総額より減少したとき勘　当該出資額から当該減少額を各組合員の出資.

額に応じて減額した額)を限度として持分を払い戻すものとする。ただし、除名

(荒業能義芦額とするoノ/
第15条　本組合は、その行う事業について使用料又は手数料を徴収することができ

る。/

2　前項の使用料又は手数料は、規約で定める額又は率を限度として、理事会で定

める。/

(経費の賦課)

第16条　本組合は、その行う事業の費用(使用料又は手数料をもって充てるべきも/



闇
のを除く了に充てるため、組合員に経費を賦課することができる〆ノ

2　前項の経費の額、その徴収の時期及び方法その他必要な事項は、総会において

定める。/

(出資口数の減少) /

第.17条　組合員は、次の各号の一に該当するときは、事業年度の終わりにおいてそ′

の出資口数の減少を請求することができるノ

(l)事業を休止したとき　/

(2、)事業の一部を廃止したとき/

(3)その他特にやむを得ない理由があるとき/

2 i本組合は、前項の請求があったときは、理事会において、その諾否を決する。//ノ

3 ’出資口数の減少については、第14条(脱退者の持分の払戻し)の規定を準用す

る。タイ・′’’

(組合員名簿の作成、備置き埠び閲覧等)/

第18条　本組合は、組合員名簿を作成し、各組合員について次に掲げる事項を記載

するものとする。/

(1)氏名又は名称(法人組合員にあっては、名称及びその代表者名並びに資本

金の額又は出資の総額及び常時使用する従業員の数)及び住所又は居所/

(2)加入の年月日/

(3)出資口数及び金額並びにその払込みの年月日/

2　本組合は、組合員名簿を主たる事務所に備え置くものとする。 /

3　組合員及び本組合の債権者は、本組合に対して、その業務取扱時間内は、いっ

ても、組合員名簿の閲覧又は謄写の請求をすることができるoこの野合において

は、本組合は、正当な理由がないのにこれを拒むことができないイ/

4　組合員は、次の各号の一に該当するときは、 7日以内に本組合に届け出なけれ

霊競業誓書讐琴にあっては、名称及びその代表者名)又は事業
(2)事業の全部又は一部を休止し、若しくは廃止したとき/

(3)資本金の額又は出資の総額が3隼田を超え、かつ、常時使用する従業員の

数が390人を超えたとき/

(過怠金)ノ’

第19条　本組合は、次の各号の一に該当する組合員に対し、総会の議決により、過

怠金を課するこ・とができる。この場合において、本組合は、その総会の会日の10

目前までに、その組合員に対してその旨を通知し、かつ、総会において、弁明す

諾嘉諸富:号までに掲げる行為のあった組合員,
(2)前条第才項の規卑こよる届出をせず、又は虚偽の届出をした組合員/

(会計帳簿等の閲覧等) ,//

第20条　組合員は、総組合員の100分の3以上の同意を得て、本組合に対して、そ

の業務取扱時間内はいつでも、会計帳簿又はこれに関する資料(電磁的記録に記

録された事項を表示したものを含む。)の閲覧又は謄写の請求をすることができ



聞
る/この場合においては、本組合は、正当な理由がないのにこれを拒むことがで

きない。(

第4章　出資及び持分/

(出資1口の金額/’

第21条　出資1

(出資の払込み) r金額は、 100・ 000円とするノ

誓護,芦は、 ‾時に全額を払い込まなければならない/
第23条　本組合は、組合員が使用料、手数料、経費、過怠金その他本組合に対する

債務を履行しないときは、履行の期限の到来した日の翌日から履行の日まで年利

(塁署の割合で延滞金を徴収することができる。 !

圏圏
組合員の持分は、本組合の正味財産につき、その出資口数に応じて算定す

2　持分の算定に当たっては、 10〇円未満の端数は切り捨てるものとする/

第5章　役員、顧問及び職員

第25条　役員の定数は、次のとおりとする。/

(1)理事　4人又は5人/

(2)監事1人又は2人/

荒業嵩乞任期は、次のとおりとする。,
(1)理事　2年又は任期中の第2回目の通常総会の終結時までのい、ずれか短い

期間こただし、就任後第2回目の通常総会が2年を過ぎて開催される

場合にはその総会の終結時まで任期を伸長する/

(2)監事　2年又は任期中の第2回目の通常総会の終結時までのいずれか短い

期間。ただし、就任後第2回目の通常総会が2年を過ぎて開催される

場合にはその総会の終結時まで任期を伸長する。/

2　補欠(定数の増加に伴う場合の補充を含む。)のため選出された役員の任期は、

現任者の残任期間とする。/

3　理事又は監事の全員が任期満了前に退任した場合において、新たに選出された

役員の任期は、第1項に規定する任期とする。/

4　任期の満了又は辞任によって退任した役員は、その退任により、前条に定めた

理事又は監事の定数の下限の員数を欠くこととなった場合には、新たに選出され

た役員が就任するまでなお役員としての職務を行うo/

(員外理事) ,ノ・

第27条　理掌のうち、組合員又は組合員′たる法人の役員でない者は、 1人を超える

(役員の定数)



ことができない。/
聞

(理事長の選出) /

第28条　理事のうち1人を理事長とし、理事会において選出する。,/

(代表理事の職務等)∴

第29条　理事長を代表理事とする。 ・・/

2　理事長は、本組合の業務に関する-切の裁判上又は裁判外の行為をする権限を

有し、本組合を代表し、本組合の業務を執行する。/

3　任期の満了又は辞任により退任した理事長は、新た)こ選任された理事長が就任

するまで、なお理事長としての権利義務を有する。/

4　本組合は、理事長その

賠償する責任を有する。 夕の代理人が、その職務を行う際、他人に加えた損圭を
5　理事長の代表権に加えた制限は善意の第三者に対抗できないノ　音

6　理事長は、総会の議決によって禁止されないときに限り特定の行為の代理を他

人に委任することができる。/ 、

7　本組合は、代表理事以外の理事に副理事長その他組合を代表する権限を有する

ものと認められる名称を付した場合には、当該理事がした行為について、善意の

(霊霊器7その責任を負う。!’′
第30条　監苺は、いっでも、会計の帳簿及び書類の閲覧若しくは謄写をし、又は理

器プ事、
会計主任その他の職員に対して会計に関する報告を求めることがで

2　監事は、その職務を行うため特に必要があるときは、本組合の業務及び財産の

状況を調査することができる。 ′

(理事の忠実義務) /　　ノ

第31条　理事は、法令、定款及び規約の定め並びに総会の議決を遵守し、本組合の

ため忠実にその職務を遂行しなければならない。/′

(役員の選挙) /

第32条　役員は、総会において選挙する。,/

2　役員の選挙は、連記式無記名投票によって行う。`

3　有効投票の多数を得た者を当選人とする。ただし、得票数が同じであるときは、

三塁プ人を定める。また、当選人が辞退したときは’次点者をもって当選人
4　第2項の規定にかかわらず、役員の選挙は、出席者全員の同意があるときは、

指名擢選の方法によって行うことができる。//

5　指名推選の方法により役員の選挙を行う場合における被指名人の選定は、その

総会において選任された選考委員が行う。/

6　選考委員が被指名人を決定したときは、その被指名人をもって当選とするかど

ぅかを総会にはかり、出席者の全員の同意があった者をもって当選人とする。 /

(理事及び監事の報酬) ・′’

第33条　役員に対する報酬は、理事と監事を区分して総会において定める。

(顧　問



2　顧問は、学識経験のある者のうちから、理事会の議決を経て理事長が委嘱す〆

嘉窯業業)∠事及び会計主任を置くことができる。//
2　参事及び会計主任の選任及び解任は、理事会において議決する/

3　組合員は、総組合員の10分の弓以上の同意を得て本組合に対し、参事又は会計

主任の

(職　員管を請求することができる○/
第36条　本組合に、参事及び会計主任のほか、職員を置くことができる〆/

(総会の招集/

第6章　総会、理事会及び委員会　ノ
/

第37条　総会は、通常総会及び臨時総会とするノ

2　通常総会は毎事業年度終了後2月以内に、臨時総会は必要があるときはいつで

(議案霊労経て、理事長が招集するノ
第38条　総会の招集は、会田の10目前までに到達するように、会議の目的たる事

器窯嵩器芦認諾窪書誌蒜
2の器箸謀議発露器窯岩芸書誌謀議筈

宛てて行う〆1

3　第1項の規定によ’る書面をも

たときに到達したものとみなすプする総会招集通知は、通常到達すべきであっ
4に薫篇農業蓑箪言霊詰筈曇露蒜露盤誓

できる。/

5　前項の通知については、第2項及び第3項の規定を準用する。この場合におい

て、第2項中「総会招集通知の発出は」とあるのは、 「総会招集通知の電子メー

ルによる発出は」と、同項中「住所」とあるのは「住所(電子メールアドレスを

含む。) ’」と読み替えるものとする,∴

6　電磁的方法について必要な事項は、規約で定める(以下同じ。 )//’

7　第1項の規定にかかわらず、本組合は、組合員全員の同意があるときは招集の

(議墓誌霊管を開催することができるo//
第　39条　総組合員の5分の1以上の同意を得て臨時総会の招集を請求しようとす

る組合責ロイ会議の目的たる事項及び招集の理由を記載した書面を理事会に提出

するものとする。 /

2　組合員は、前項の規定による書面の提出に代えて、電磁的方法によりこれを提



出することができる/

(書面又は代理人による議決

第40条　組合員は、第38条

醒手綱, 2-字挿入.

一　　　　　　　　　′

ノ　　　　/‾

禁曇議警誓言らか。め通知のあった事項につ
き、書面又は代理人をもって議決権又は選挙権を行使することができる。この場合

は、その組合員の親族若しくは常時使用する使用人又は他の組合員でなければ代

毒示なるこ‾と‾がこさない/
2　代理人が代理することができる組合員の数は、 1人以内とする。

(緊急議案)/

3　組合員は、第1項の規定による書面をもってする議決権の行使に代えて、議決

権を電磁的方法により行うことができる。/

4　代理人は、代理権を証する書面を本組合に提出しなければならか、。この場合

(紫署管塁龍三少書面の提出に代えて’代理権
第41条　総会の議事は、中小企業等協同組合法(以下「法」というe)に特別の走

塁詳論嘉詩誌器㌢その議決権の過半数で決す

第42条　総会の議長は、総会ごとに、出席した組合員のうちから選任する。/一

議炭権又は選挙

欝襲
第43条　総会においては、出席した組合員(書面又は代理人により

権を行使する者を除く。)の3分の2以上の同意を得たときに

(薫影かじめ通知のあった事項以外の事項につ↓
第三㌢ 総会におい’ては、法又はこの定款で定めるもののほか、次の事項を議決す

(1)借入金残高の最高限度//

(嘉謹苧会において必要と認める事項
第45条　総会の議事録は、書面又は電磁的記録をもって作成するものとする了

2　前項の議事録には、少なくとも次に掲げる事項を記載しなければならないo′’

(1)招集年月日/’

(2・)開催日時及び場所/

(3)理事・監事の数及び出席理事・監事の数並びにその出席方法/ ・

(4)組合員数及び出席者数並びにその出席方法/

(5)出席理事の氏名//

(6)出席監事の氏名

(7)議長の氏名/

(8)議事録の作成に係る職務を行った理苺の氏名’

(9)議事の経過の要領及びその結果(議案別の議決の結果、可決、否決の別及

び賛否の議決権数)/′



聞
く10紫書芸二義諸宗誓書誤蒜藷意見、

(11)監事が報告した会計に関する議案又は決算関係書類に関する調査の結果の

内容の概要/

(理事会の招集権者) /　　　　　　　　　　　、

第46条　理事会は、理事長が招集する/ノ

2　理事長以外の埋草は、招集権者に対し_、理事会の目的である事項を示して、理

事会の招集を請求することができる
/

3　前項の請求があった日から5日以内に、その請求があった日から2週間以内の

(護憲諾諾器プられない場合には’その請求を
第47条　理事長は、理事会の日のl週間前までに、各理事に対してその通知を発し

なければな・らない。/ノ　　　　　　　　　　　　′

2　前項の規定にかかわらず、理事会は、理事の全員の同意があるときは、招集の

手続を経ることなく開催することができる。 /

3　本組合は、希望する理事に対しては、第1項の規定による理事会招集通知を電

(警紫誌㌍うことができるo/ノ
第48条　理事会の

過半数で決する。 琴は、議決に加わることができる理事の過半数が輔し、その

2　前項の決議について特別の利害関孫を有する理事は、議決に加わることができ

ない。/
3　埋草は、書面又は電磁的方法により理事会の議決に加わることができる。/′

4　理事が理事会の決’議の目的である事項について提案をした場合において、当該

提案につき理事(当該事項について議決に加わることができるものに限る。)の

全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決

する旨の理事会の決議があったものとみなす/

5　理事が理事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知したときは、当該事

項を理事会へ報告することを要しない/

(理事会の議決事項) ,

第49条　理事会は、法又はこの定款で定めるもののほか、次の事項を議決する。

(1)総会に提出する議案/

(2)その他業務の執行に関する事項で理事会が必要と認める事項/

(理事会の議長及び議事録)/

第50条　理事会においては、理事長がその議長となる了/

2　理事会の議事録は、書面又は電磁的記録をもって作成し、出席した理事及び監

事は、これに署名し、又は記名押印するものとし、電磁的記録をもって作成.した

場合には、出席した理事及び監事は、こ油こ亀子署名を付するものとする/:/

3　前項の議事録には、少なくとも次に掲げる事項を記載するものとするo/

(l)招集年月日/
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(2)開催日時及び場所/

(3)理事・監事の数及び出席理事・監事の数並びにその出席方法/

(4)出席理事の氏名/,
/

(5)出席監事の氏名

(6)出席組合員の氏名./

(7)

(8)

議長の氏名/

決議事項に特別。利害関係を有する理事の氏/

(9)叢苺経過の要領及びその結果(議案別の議決の結果、可決、否決の別及び

賛否の議決権数並びに賛成した埋草の氏名及び反対した理事の氏名)/

(10).理事会の招集を請求し出席した組合員の意見の内容の概要/

(11)本組合と取引をした理事の報告の内容の概要/

(12)その他(理事会が次に掲げるいずれかのものに該当するときは、その旨)/

①　招集権者以外の理事による招集権者に対する理事会の招集請求を受けて

招集されたものである場合/

②　①の請求があった日から5日以内に、その請求があった日から2週間以

内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合に、そ

の請求をした理事が招集したものである場合/

③　組合員の請求を受けて招集されたものである場合/

④　③の請求があった日から5日以内に、その請求があった日から2週間以

器…書誌詰需器器プせられない場合に“そ
4　次の各号に掲げる場合の理事会の議事録は、当該各号に定める昏項を内容とす

るものとする。/

(l)理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、/

当該提案につき理事(当該事項について議決に加わることができるものに限

る。)の全員が書面又は霞磁的記録によ、り同意の意思表示をし、当該提案を

可決タる旨の理事会の決議があったものとみなした場合には、次に掲げる事

項

①　理事会の決議があったものとみなされた事項の内容/

②　①の事項の提案をした理事の氏名/

③　理事会の決議があったものとみなされた日/

④　議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名//

(2)理事が理事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知し、当該事項を

理事会へ報告することを要しないものとした場合には、次に掲げる事項一/

①　理事会への報告を要しないものとされた事項の内容ノ

②　理事会への報告を要しないものとされた日/

③　議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名/

(委員会)///

第5重条　本組合は、そタの事業の執行に関し、理事会の諮問機関として、委員会を置
/くことができる。

2　委員会の種類、組織及び運営に関する事項は、規約で定める。
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第7章　賛助会員/

(賛助会員)/

第52条　本組合は、本組合の趣旨に賛同し、本組合の事業の円滑な実施に協力しよ

うとする者を賛助会員とすることができる。ただし、賛助会員は、本組合におい

て、法に定める組合員には該当しないものとするo/

2　賛肋会員について必要な苺項は、規約で定める。 ,//’

第8葺会計/

嵩蕉芦ま’毎年4月1日に始まり’翌年3月31日に終わるも
第54条　本組合は、出資総額の2分の1に相当する金額に達するまでは、毎事業年

度の利益剰余金(ただし、前期繰越損失がある場合には、これをてん補した後の

纂嵩簑寵薯デいて同じ。)の10分のl以上を法定利益準
2　前項の準備金は、損失のてん補に充てる場合を除いては、取り崩さないo/一

(資本準備金) /

第55条　本組合は、減資差益(第14条ただし書の規定によって払戻しをしない金

額を含む。)は、資本準備金として積み立てるものとする。 /

(特別積立金)//’

第56条　本組合は、毎事業年度の利益剰余金の10分の1以上を特別積立金として

積み立てるものとする/′′

2　前項の積立金は、損失のてん補に充てるものとする。ただし、出資総額に相当

妄言誓露盤器崇霊霊プ合に限り:総会の議決により損
(法定繰越金) /

第57条　本組合は、第′条第1,項第2号あ事業(教育情報事業)の費用に充てるた

め、毎事業年度の利益剰余金め20分の1以上を翌事業年度に繰り越すものとす

る。//

(配当又は繰越し)/

第58条　毎事業年度の利益剰余金(毎事業年度末決算において総益金から総損金を/

控除した金額)に前期の繰越利益又は繰越損失を加減したものから、第㌢条の規

定による法定利芦準備金、第5㌢条の規定による特別積を金及び前条の規定による

器等器塁露盤器三㌢の議決によりこれを組合員に
(配当の方法) ,′/’′



第59条　前条の配当は、総会の議決を経て、事業年度末における組合員の出資額、

著しく-は組合員がその.事業年度において組合の事業を利用した分量に応じてし、

又は事業年度末における組合員の出資額及び組合員がその事業年度において組合

の事業を利用した分量に応じてするものとする/　l

チおける組合員の出資額に応じてする配当広告1割を雪ないも
2　草葉年

3配当金の計算については、霧24タ咋撃)琴を鮒ン/

第。。条損失金のてん琴は、特別ヂ金、法定利益薙金、資本料金のl瞳に従

(謹謹琵シ/
第61条　本組合は、事業年度ごとに、

基づき退職給与を引き当てるものとす帯域
給与に充てるため、退職給与規程に

条の規定にかかわらず、最初の通常総会の終結

2　最初の事業年度は、第5〆表の規定にかかわらず、本組合の成立の日から平成

21年3月31日までとする。.,

註誓言署員の任期は、寿//



闇
初年度における事業計画書

平成2〇年12月　1日から

平成21年　3月31日まで

阪神地区生コン協同組合

1.共同販売に関する事業.

この事業は、組合員の製造する生コンクリートを組合員からの委託を受けて、組合が

販売をすることにより行う。

品　名 ��H��|｢�単　価 仞���ｧ｢�手数料 (0.1%) 梯�

生コンクリート ��sBﾃ���ﾘ���12,000円 �"ﾃ�モﾃ���ﾃ����2,088,000円 

合　　　計 剴"ﾃ�モﾃ���ﾃ���冷�2,088,000円 
/ ��

月額　3。,。。。円×　4ヶ月= 120,000円/

2.教育及び情報に関する事業

この事業は、組合員に対し経営管理及び業務技術の向上を図るため、年1回講習会、

年1回研究会を開催することにより行う。

区　分 俎X蹣{��会場借料’ �6X4ﾈ5�6y�2�雑　費 俘x����ﾇb�

経営管理講習会 ����ﾃ���冷�30,000円 ���ﾃ���冷�10,000円 ��S�ﾃ���冷�

技術研究会 鉄�ﾃ���冷�30,000円 ���ﾄ�����10,000円 俣���ﾃ���冷�

合　　計 �43S�ﾃ���冷�/60,000円 ��ﾃ#�ﾃ���冷�ノ0,000円 �#S�ﾃ���冷�

3.福利厚生に関する事業

この事業は組合員等の福利厚生の促進を図るために行う。

弔慰金の支給

組合員の死亡に対して1 0, 〇〇〇円を支給する。

本年度は、 10, 000円を計上する。
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次年度における事業計画書

平成21年　を月　1日から

平成22年　3月31日まで

阪神地区生コン協同組合

1.共同販売に関する事業

この草葉は、組合員の製造する生コンクリートを組合員からの委託を受けて、組合が

販売をすることにより行う。

品　名 ��H��|｢�単　価 仞���ｧ｢�手数料 (0.1%) 

生コンクリート 鉄#Bﾃ���萪�12,000円 ��"ﾃ#モﾈ�(�(�"ﾈ�(�#h燃�6,288,00〇円 

合　　　計 �� 澱ﾃ#モﾃ���ﾃ��8ﾈ冷�6,288,000円 

事務連絡費
月額　30,000円× 12ヶ月　=　360,000円

2,教育及び情報に関する事業

この事菜は組合員に対し経営管理及び業務技術の向上を図るため、年1回講習会、

年1回研究会を開催することにより行う。

区　分 俎X蹣{��会場借料 �6X4ﾈ5�6y�2�雑　費 俘x����ﾇb�

経営管理講習会 ����ﾃ���冷�30,000円 ���ﾃ���冷�10,000円 ��S�ﾃ���冷�

技術研究会 鉄�ﾃ���冷�30,000円 ���ﾃ���冷�10,000円 ����ﾃ���冷��

合　　計 ��S�ﾃ���冷�60,000円 �#�ﾃ���冷�20,.000円 �#S�ﾃ���冷�

3.福利厚生に関する事業

この事業は、組合員等の福利厚生の促進を図るために行う。

弔慰金の支給

組合員の死亡に対して10, 00〇円を支給する。

本年度は、 10, 〇〇〇円を計上する。
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初　年　度　収　支　予　算　書

平成2〇年12月1日から′

平成21年　3月31日まで

阪神地区生コン協同組合/

(単位　円)

音(款) 宙ﾘ���備　　　　　　　考 

I収入の部 I草葉収入 1.共同販売努業収入 Ⅱ賦課金収入 一般賦課金収入 茶"ﾃ���ﾃ�モﾃ������"ﾃ���ﾃ�����ノ // 2,090,088,000 2朝0㌢’ 倬hｼhﾇh柯��,ﾈ,h*�.��ﾈ隗｣cRﾃ���苓�紿9hﾈ��繪�ﾂ�

合　計 �"ﾃ��"��cづ���ﾂ� ��

支出の鄭 重事業費 l.共同販売事業費 茶"��モﾃ3��ﾃ������2ﾃSc�ﾃ������#�ﾃ�����#�づ����2,088,120,000 倬hｼhﾇh柯��,ﾈ,h*�.��ﾆﾂ�����X醜�s��ﾃS��ﾃ���苓�紿9hﾈ��

、3.教育情報事業費 �250,000 

4.福利厚生事業費 Ⅱ一般管理費 L職員給料手当 �10,000 2,000,000 

2.通　勤　費 �40,000/ 佇隗ｨ����������ﾃ���苓������H9hﾈ��

3.通　信　費 �120,000子 佇隗ｨ��������3��S���苓������H9hﾈ��

4.消耗品質 �80,000 仄�����#�ﾃ���苓����H9hﾈ��ﾂ�

5.旅費交通費 �120,000 佇駮���������3�ﾃ���苓����H9hﾈ��

6.印　刷　費　● �160,000 乂ｨ��������C�ﾃ���苓����H9hﾈ��

7.交　際　費 �80,000 佇隗ｨ��������#�ﾃ���苓������H9hﾈ��

8.会　議　費 凵@　/ 200,000/ 凉ﾘ馼檍������S�ﾃ���苓����H���

9.関係団体負担金 �200,000. ��Xﾞ9Wｹ(h抦ｮ仂i&9�ﾉ(h匣檍��#��ﾃ���冷�

10.賃借料 �400,000 佇隗ｨ���������ﾃ���苓������H9hﾈ��

1上　水道光熱費 �120,000　′ 佇隗ｨ��3�ﾃ���苓�紿9hﾈ���騷yN���iﾈ苓�D�7飲霍�Z｢�

12.租税公課 Ⅲ事業外費用 �40・000/ 

創立費償却 �20,000 

八手剰余金 凵@./ / 

合　計 �"ﾃ��"ﾃ�cづ���� ��



諸芸器器/

闇
次　年　度　収　支　予　算　書

、阪神地区生コ元組/

(単位　円)
ー 宙ｫﾂ��(項) 儖X������������ﾖﾂ�

収入の部 1事業収入 1.共同販売醇業収入 Ⅱ賦課金収入 一般賦課金収入 茶bﾃ#釘ﾃ#モﾃ�����ッﾃ#C�ﾃ��,ﾂ�。,2。。,288,。。l 6タ240,000/ / 倬hｼhﾇh柯ｿX,ﾈ,h*�.��ﾈ隗｣cRﾃ���苓���(9hﾈ��繪�ﾂ�

合　計 澱ﾃ3��ﾃS#づ���� ��

支出の部 I事業費 L共同販売事業費 茶bﾃ#モﾃc#�ﾃ������ﾃ3��ﾃ��<����#�ﾈｺ鋳��ﾃSモﾃ����6,288,360,000/ 倬hｼhﾇh枴j�,ﾈ,h*�.��ﾆﾂ�ﾄ���X輯��ﾃS��ﾃ���苓���(9hﾈ��

2.教育情報事業費 �250,000/ 

3.福利厚生事業費 �10,000 

Ⅱ一般管理費 1.職員給料手当 �6,000,000/ 

2.通　勤　費 �120,009; 　　{i 佇隗ｨ��������ﾃ���苓���(9hﾈ��

3.通　信　費 �360,000/“ 佇隗ｨ��������3�ﾃ���苓���(9hﾈ��

4.消耗品費 �240,000/∴ 佇隗ｨ��������#�ﾃ���苓���(9hﾈ��

5.旅費交通費 �360,000/ 佇隗ｨ�����3�ﾃ���苓���(9hﾈ��

6.印　刷　費 �480,000. 佇隗ｨ��������C�ﾃ���苓���(9hﾈ��

7.交　際　費 �240,000/ 佇隗ｨ������#�ﾃ���苓���(9hﾈ��

8.会　議　費 �740・000/ ��ﾘ檍�������C�ﾃ���ｨ冷�

理事会　　　50,000円　×12回 

9.関係団体負担金 �100,000 ��Xﾞ9Wｹ(h抦ｮ仂i&9�ﾉ(h匣檍�｣��ﾃ���冷�

】0.賃借料 冤,200,000/ 佇隗ｨ�������ﾃ���苓���｣(9hﾈ��

】1.水道光熱費 �360,000/ 佇隗｣3�ﾃ���苓���(9hﾈ���騷yN���iﾈ苓鴿D�7飲霍�Z｢�

I2.租税公課 �100,000 

Ⅲ事業外費用 創立費償却 】V剰余金 �20,000 

合　計 澱ﾃ3��ﾃS#づ���ﾈ�ﾂ�� ��


